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第１ 事業の概要 

１. 事業名称 

中央公園整備及び管理運営事業 

 

２. 事業目的 

本事業では、本公園のうち、名切地区まちづくり構想における「交流・文化ゾーン」及び「自

然レクリエーションゾーン」の一部を対象としてリニューアルを行うが、事業実施にあたって

は、名切地区全体の基本理念である「佐世保を象徴する場所として『憩い』と『交流』を創出す

る拠点づくり」の実現を目的とする。 

また、具体的な公園施設の整備や管理運営にあたっては、「中心市街地のにぎわいの創出や拠点

性の向上（交流・文化ゾーン）」、「豊かな自然環境の保全や憩いとアクティビティー空間の形成

（自然レクリエーションゾーン）」といったゾーン毎の土地利用方針の具体化を目指す。また、名

切地区全体の課題となっている交通環境の改善に寄与するものとする。 

 

３. 施設整備の概要 

施設名称 中央公園（総合公園） 

施設種類 都市公園法に基づく公園施設 

所在地 佐世保市宮地町 

公園面積 約 137,000 ㎡ 

 うち、事業区域の面積 

交流・文化ゾーン           約 20,940 ㎡ 

自然レクリエーションゾーン   約 33,300 ㎡ 

施設概要 ◆交流・文化ゾーン 

【公募対象公園施設】 

・自由提案施設 

【特定公園施設】 

・屋内遊び場施設（屋内遊び場、公園管理室） 

・屋外広場 ・（既存）トイレ 

・駐車場（（既存）市立図書館駐車場を含む） 

◆自然レクリエーションゾーン 

【公募対象公園施設】 

・自由提案施設 

【特定公園施設】 

・屋外遊び場 ・駐車場 ・（既存）トイレ 

【解体撤去施設】 

・（既存）児童文化館 ・（既存）アスレチック遊具 
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４. 事業内容 

選定事業者は、公募対象施設及び特定公園施設の設置業務、管理運営業務及び管理運営に関する

統括管理業務を行う。 

事業期間は、契約締結日の翌日から令和 22 年（2040 年）3 月までとする。 

 

５. 事業方式 

本事業は、都市公園法に基づき、民間事業者が公募対象公園施設を設置し、当該施設から生

じる収益を活用してその周辺の特定公園施設の整備等を一体的に行う「公募設置管理制度（以

下、「Park-PFI」という。）」を導入し、実施するものとする。 

なお、上記目的の達成を追求するために、特定公園施設の整備等について、民間資金や民間

事業者のノウハウを活用する PFI（BTO（Build, Transfer and Operate）方式）を併用するも

のとする。 

 

６. 選定事業者の収入 

本事業における選定事業者の収入は、以下の通りとする。 

 

（１）市のサービス対価 

・特定公園施設の設置業務に対するサービス対価 

・特定公園施設の維持管理・運営に対するサービス対価 

・統括管理業務に対するサービス対価 

 

（２）利用者から得られる収入 

・公募対象公園施設利用者から得られる収入 

・屋内遊び場利用者から得られる利用料金収入 

・駐車場利用者から得られる利用料金収入 

・イベントに伴う収入（第三者が企画するイベントに対する行為許可に伴う収入を含む） 
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第２ 市が自ら事業を実施する場合と PFI 方式により実施する場合の評価 

１. 概要 

（１）選定の基準 

本事業を PFI で実施することにより、事業期間を通じた市の財政負担額の軽減が期待できる

こと、又は市の財政負担額が同一の水準にある場合において、サービス水準の向上が期待でき

ることを選定の条件とした。 

 

（２）定量的な評価 

市の財政負担見込額の算定にあたっては、特定事業を実施する選定事業者からの税収その他

の収入等の適切な調整を行い、将来の費用と見込まれる財政負担の総額を算出のうえ、これを

現在価値に換算することで評価を行った。 

 

（３）定性的な評価 

上記の財政負担額の算定に加えて、本事業を PFI 事業として実施する場合の定性的な評価を

行った。 
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２. コスト算出による定量的評価 

（１）算出にあたっての前提条件 

本事業において、市が自ら実施する場合の財政負担額と PFI 方式により実施する場合との比

較を行うにあたり、その前提条件を次のとおり設定した。 

なお、これらの前提条件は、市が独自に設定したものであり、応募者の提案内容を制約する

ものではなく、また、一致するものでもない。 

 

財政負担見込み額の算定条件 

 市が自ら実施する場合 PFI 方式により実施する場合 

財政負担の

主な内訳 

① 施設設置費（設計費、建設費等） 

② 管理運営費（統括管理業務費を含む） 

① 施設設置費（設計費、建設費等） 

② 管理運営費（統括管理業務費を含む） 

③ 租税公課 

④ SPC 開業費等 

⑤ アドバイザリー費用 など 

共通条件 ○調査・設計・建設期間：約 2年間 

○運営・維持管理期間：18 年間 

〇敷地面積：約 5.4ha 

○割引率※：0.96％ 

利用料金 

収入 

市が自ら実施する場合、PFI 方式により実施する場合ともに同額を想定。  

施設設置に

関する費用 

類似公共施設の実績等に基づき算出。 本市が自ら実施する場合に比べて、一

定のコスト縮減効果が実現するものと

して設定。 

管理運営に

関する費用 

類似公共施設の実績等に基づき算出。 本市が自ら実施する場合に比べて、一

定のコスト縮減効果が実現するものと

して設定。 

資金調達 

○交付金 

○一般財源 

○交付金 

〇市中銀行借入 

〇資本金 

※割引率：支出または歳入する時点が異なる金額について、これらを比較するために現在価値に換

算する際に用いるもの。 
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（２）算出方法及び評価の結果 

先の前提条件を基に、市が実施した場合の財政負担額と PFI 方式により実施する場合の財政

負担額を事業期間中にわたり年度別に算出し、現在価値換算で比較した。 

この結果、本事業を市が自ら実施する場合の財政負担額を 100 とした場合、PFI 方式により

実施する場合は、90.7 となり、事業期間中の財政負担額が約 9.3％程度軽減されるものと見込

まれる。 

 

財政負担見込み額の内訳 

本市が自ら実施する場合の現在価値（Ａ） 100 

PFI 事業として実施する場合の現在価値（Ｂ） 90.7 

財政負担削減率（（Ａ-Ｂ）/Ａ×100） 9.3％ 
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３. リスク調整 

本事業においては、従来、市の責任で行っていたリスクのうち、設計・建設に関するリス

ク、運営・維持管理に関するリスク、利用料金収入変動リスク等について、選定事業者の責任

に移転するリスクがある。 

これらのリスクについては、客観的な根拠に基づく定量化が困難なため、今回の積算には入

れないこととしたが、相応の効果が見込まれる。 

 

４. PFI 方式により実施することの定性的評価 

本事業を PFI 方式により実施した場合、定量的な効果である財政負担額の軽減に加え、次の

ような定性的効果が見込まれる。 

 

（１）効率的な施設整備・維持管理の実施 

PFI 方式による施設整備は、設計、建設、運営・維持管理までを一括して選定事業者に発注

する。そのため、それぞれ単体で発注する場合に比べて、選定事業者の有するノウハウや創意

工夫が盛り込まれることから、機能的に整備されるほか、効率的な運営・維持管理が期待でき

る。 

 

（２）利用者へのサービス向上 

集客性の高い自由提案施設の設置や積極的なイベント企画等をはじめ、民間事業者の斬新で

柔軟な発想により、集客施設としての顧客満足度が向上すると共に、地域の賑わい創出が期待

できる。 

 

（３）サービス水準の確保 

要求水準に基づく定期的なモニタリングを実施することにより、長期の事業期間において、

多様化する利用者のニーズを把握しサービスに反映しやすくなるとともに、安定的なサービス

水準の確保を図ることができる。 

 

（４）官民連携推進への寄与 

本市において初めての Park-PFI 及び PFI 方式を用いた事業であり、今後の官民連携施策展

開の先駆けとしての効果が期待できる。 

 

５. 総合的評価 

本事業は、PFI 方式にて実施することにより、市が自ら実施した場合と比較して、定量的評価

において約 9.3％程度の財政負担額の軽減が見込まれる。 

また、機能的な施設整備や利用者のサービス向上・地域の賑わい創出等の定性的効果も期待で

きる。 


